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調 査 の 概 要 

 

１ 調査の目的 

主要産業における入職・離職及び未充足求人の状況並びに入職者・離職者に係る個人別の属性及び入

職・離職に関する事情を調査し、雇用労働力の産業、規模、職業及び地域間の移動の実態を明らかにす

ることを目的とする。 

 

２ 調査の範囲 

（１）地域 

全国 

（２）産業 

日本標準産業分類（平成 25年 10月改定）に基づく次の 16大産業  

「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情

報通信業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業，小売業」、「金融業，保険業」、「不動産業，物品賃

貸業」、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生活関連サービス

業，娯楽業」（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）、「教育，学習支援業」、

「医療，福祉」、「複合サービス事業」、「サービス業（他に分類されないもの）」（外国公務を除

く。） 

（３）事業所 

事業所母集団データベース（令和２年次フレーム）の事業所を母集団として、上記（２）に掲げる

産業に属し、５人以上の常用労働者を雇用する事業所のうちから、都道府県、産業、事業所規模別に

層化して無作為に抽出した約 15,000事業所 

（４）入職者 

令和５年１月から６月中に、上記（３）に属する事業所に入職した常用労働者のうちから、無作為

に抽出した入職者 

（５）離職者 

令和５年１月から６月中に、上記（３）に属する事業所を離職した常用労働者のうちから、無作為

に抽出した離職者 

 

３ 調査の時期 

   令和５年１月から６月までの状況について、事業所調査は令和５年６月から７月までの間に、入職者

調査及び離職者調査は令和５年７月から８月までの間に調査を実施した。 

 

４ 調査事項 

（１）事業所調査（事業所票） 

ア 事業所の属性及び企業全体の常用労働者数 

   イ 性、雇用形態及び就業形態別常用労働者の異動状況 

   ウ 性、年齢階級及び就業形態別常用労働者数 

   エ 職業及び就業形態別常用労働者数及び未充足求人数 

（２）入職者調査（入職者票） 

ア 属性に関する事項 

性、年齢、最終学歴及び卒業時期 

イ 入職に関する事項 

    求職活動でのインターネットの利用の有無、入職経路、就業形態、職業、前職の有無、入職前の

勤め先の所在地又は入職前の居住地及び現在の勤めの有無 
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ウ 前職に関する事項 

    産業、職業、従業上の地位、離職期間、企業規模、前の勤め先を辞めた理由、現在の勤め先を選

んだ理由及び転職による賃金変動状況 

（３）離職者調査（離職者票）  

ア 属性に関する事項 

    性、年齢階級、最終学歴及び卒業時期 

イ 離職直前の雇用状況に関する事項 

    就業形態、職業、勤続期間及び離職理由 

 

５ 調査の方法 

（１）事業所調査（事業所票） 

厚生労働省が委託した民間事業者が調査対象事業所に対して、郵送により事業所票を配布した。調

査対象事業所が記入後、郵送又はオンラインにより委託した民間事業者に返送した。 

（２）入職者調査（入職者票） 

回収した事業所票から厚生労働省が委託した民間事業者が調査対象入職者数を算出し、調査対象事

業所に対して、郵送により調査対象入職者への入職者票の配布を依頼した。調査対象入職者が記入後、

郵送又はオンラインにより厚生労働省に返送した。 

（３）離職者調査（離職者票） 

   回収した事業所票から厚生労働省が委託した民間事業者が調査対象離職者数を算出し、調査対象事

業所に対して、郵送により離職者票を配布した。調査対象事業所が記入後、郵送又はオンラインによ

り厚生労働省に返送した。 

 

６ 集計・推計方法 

（１）事業所調査（事業所票） 

都道府県、産業、事業所規模の各区分ごとに算出した復元倍率を用いて集計した結果から構成比等

を算出した。 

（２）入職者調査（入職者票） 

都道府県、産業、事業所規模、性、就業形態の各区分ごとに算出した復元倍率を用いて集計した結

果から構成比等を算出した。 

（３）離職者調査（離職者票） 

都道府県、産業、事業所規模、性、就業形態の各区分ごとに算出した復元倍率を用いて集計した結

果から構成比等を算出した。 

 

７ 調査系統 

（１）事業所調査 厚生労働省－民間事業者－報告者 

（２）入職者調査 厚生労働省－民間事業者－事業所調査対象事業所－報告者 

（３）離職者調査 厚生労働省－民間事業者－報告者 

 

８ 調査対象数、有効回答数及び有効回答率 

事業所調査：調査対象数 15,333事業所 

有効回答数：9,198事業所 

有効回答率：60.0％ 

入職者調査：集計入職者数 38,620人 

離職者調査：集計離職者数 44,049人 
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利 用 上 の 注 意 

   

 

１ 統計表中の令和５年１月１日現在の常用労働者数は、令和４年 12 月末日現在の状況について調査し

た常用労働者数である。 

 

２ 図及び統計表の数値は、表章単位未満の位で四捨五入している。このため、項目の和と計の数値とは

必ずしも一致しない。 

  統計表中の「 0.0 」は、該当数値はあるが四捨五入の結果、表章単位に満たないものを示す。 

  統計表中の「 － 」は、該当数値がないことを示す。 

  統計表中の「 … 」は、表章することが不適当な場合を示す。 

 

３ 前年同期差及び増減差は、表章単位の数値から算出している。 

 

４ 調査対象産業について、平成 30年調査以前は、大分類「宿泊業，飲食サービス業」のうち小分類 

「バー，キャバレー，ナイトクラブ」を調査の範囲から除外している。 

 

５ 事業所及び離職者に関する項目は事業所の回答、入職者に関する項目は入職者の回答である。 

 

６ 元号について、平成 31 年１月から令和元年６月までの半年間を表すときは、「令和元年上半期」と

表記している。 

 

７ 時系列の図について、平成 24 年以降は毎月勤労統計調査の不適切な事務処理を実施していたことに

伴う再集計後の数値であるが、平成 23 年以前は再集計を行っておらず従前の公表値であるため、利用

にあたっては注意を要する。 
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主 な 用 語 の 定 義 

 

 

「常用労働者」 

次のいずれかに該当する労働者をいう。 

① 期間を定めずに雇われている者 

② １か月以上の期間を定めて雇われている者 
 

「雇用期間の定めなし」 

常用労働者のうち、期間を定めずに雇われている者をいう（上記「常用労働者」のうち①に該当）。

なお、試用又は見習い期間中の者及び出向者も含む。 
 

「雇用期間の定めあり」 

   常用労働者のうち、１か月以上の期間を定めて雇われている者をいう（上記「常用労働者」のうち

②に該当）。 
 

「パートタイム労働者」又は「パート」 

常用労働者のうち、１日の所定労働時間がその事業所の一般の労働者より短い者、又はその事業 

所の一般の労働者と１日の所定労働時間が同じでも１週の所定労働日数が少ない者をいう。 
 

「一般労働者」又は「一般」 

常用労働者のうち、パートタイム労働者以外の労働者をいう。 
 

「労働移動者」 

常用労働者のうち、調査対象期間（令和５年上半期調査では令和５年１月～６月の半年間。以下同

様。）中に、就職、転職、退職などの労働移動を行った者をいい、本調査では、入職者、離職者を合

わせて「延べ労働移動者」としている。 
 

「入職者」 

常用労働者のうち、調査対象期間中に事業所が新たに採用した者をいい、他企業からの出向者・ 

出向復帰者を含み、同一企業内の他事業所からの転入者を除く。 
 

「職歴」 

入職前１年間における就業経験の有無によって、職歴の区分を未就業入職者と転職入職者に分け 

ている。ただし、本調査においては「内職」や１か月未満の就業は含めない。 

 

                       新規学卒者 
                           未就業入職者 
            入職者                            新規学卒者以外 
                           転職入職者        

 
 

「未就業入職者」 

入職者のうち、入職前１年間に就業経験のない者をいう。 

「転職入職者」 

入職者のうち、入職前１年間に就業経験のある者をいう。 

「新規学卒者」 

未就業入職者のうち、新卒の者をいう。本調査では、進学、就職等の別を問わず、入職者のうち調 

査年に卒業の者（進学した者であっても学業とは別に常用労働者として働いている場合を含む。）を「新

規学卒者」としている。 
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「離職者」 

常用労働者のうち、調査対象期間中に事業所を退職したり、解雇された者をいい、他企業への出向

者・出向復帰者を含み、同一企業内の他事業所への転出者を除く。 
 
「未充足求人」 

６月末日現在、事業所における欠員であり、仕事があるにもかかわらず、その仕事に従事する者 

がいない状態を補充するために行っている求人をいう。 
 

「延べ労働移動率」 

常用労働者数に対する延べ労働移動者数（入職者数＋離職者数）の割合をいい、次式により算出し

ている。 
 
                延べ労働移動者数 

延べ労働移動率 ＝                      × 100 （％） 

              １月１日現在の常用労働者数 

           

「入（離）職率」 

常用労働者数に対する入（離）職者数の割合をいい、次式により算出している。 
 
                 入（離）職者数 

入（離）職率  ＝                     × 100 （％）  

              １月１日現在の常用労働者数 

           

「転職入職率」 

常用労働者数に対する転職入職者数の割合をいい、次式により算出している。 
 
                  転職入職者数 

転職入職率  ＝                      × 100（％）  

             １月１日現在の常用労働者数 

           

「未就業入職率」    

常用労働者数に対する未就業入職者数の割合をいい、次式により算出している。 
 
                 未就業入職者数 

未就業入職率 ＝                      × 100（％）  

             １月１日現在の常用労働者数 

          

「入職超過率」 

入職率から離職率を引いたものをいう。プラスであれば入職率が離職率を上回っている（入職超

過）。マイナスであれば離職率が入職率を上回っている（離職超過）。 

 

「欠員率」    

常用労働者数に対する未充足求人数の割合をいい、次式により算出している。 
 
                 未充足求人数 

欠員率 ＝                         × 100（％）  

             ６月末日現在の常用労働者数 
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結 果 の 概 要 

 

 

１ 入職と離職の推移 

（１）令和５年上半期の入職と離職の状況 

令和５年上半期（令和５年１月～６月。以下同じ。）の入職者数は 5,009.1千人、離職者数は 4,510.0

千人で、入職者数が離職者数を499.1千人上回っている。 

就業形態別にみると、一般労働者は、入職者数 2,814.4千人、離職者数 2,543.7千人で、入職者数

が離職者数を 270.7 千人上回っている。パートタイム労働者は、入職者数 2,194.7 千人、離職者数

1,966.2千人で、入職者数が離職者数を 228.5千人上回っている。 

年初の常用労働者数に対する割合である入職率、離職率をみると、入職率は 9.7％、離職率は 8.7％

で、1.0ポイントの入職超過となった。 

前年同期と比べると、入職率が 0.4ポイント上昇し、離職率が同率となり、入職超過率は拡大した。 

性別にみると、男性の入職率が 8.5％、離職率が 7.8％、女性の入職率が 11.0％、離職率が 9.7％

でそれぞれ入職超過となっている。 

就業形態別にみると、一般労働者の入職率が 7.5％、離職率が 6.8％、パートタイム労働者の入職

率が 15.1％、離職率が 13.5％でそれぞれ入職超過となっている。（表１、図１－１、図１－２、図１

－３、図１－４、付属統計表１－１、１－２） 

 

 

   表１ 令和５年上半期の常用労働者の動き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

令和５年（2023）上半期 (千人) (千人) (千人) (％) (％) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

51,847.9 5,009.1 4,510.0 9.7 8.7 1.0

27,676.2 2,340.6 2,168.4 8.5 7.8 0.7

24,171.7 2,668.5 2,341.6 11.0 9.7 1.3

一 般 労 働 者 37,298.8 2,814.4 2,543.7 7.5 6.8 0.7

パートタイム労働者 14,549.1 2,194.7 1,966.2 15.1 13.5 1.6

令和４年（2022）上半期 (千人) (千人) (千人) (％) (％) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

51,198.9 4,758.7 4,458.7 9.3 8.7 0.6

27,480.4 2,217.6 2,131.0 8.1 7.8 0.3

23,718.6 2,541.0 2,327.7 10.7 9.8 0.9

一 般 労 働 者 37,159.5 2,912.1 2,533.5 7.8 6.8 1.0

パートタイム労働者 14,039.4 1,846.6 1,925.2 13.2 13.7 -0.5

前年同期差 (千人) (千人) (千人) (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

649.0 250.4 51.3 0.4 0.0 0.4

195.8 123.0 37.4 0.4 0.0 0.4

453.1 127.5 13.9 0.3 -0.1 0.4

一 般 労 働 者 139.3 -97.7 10.2 -0.3 0.0 -0.3

パートタイム労働者 509.7 348.1 41.0 1.9 -0.2 2.1

区　　　分
１月１日現在の
常用労働者数

入職者数 入職率 離職率 入職超過率

計

男

女

離職者数

計

男

女

計

男

女
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   図１－１ 入職率・離職率の推移（各年上半期） 

 

 

 
 

 

 

 

 

図１－２ 入職超過率の推移（各年上半期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.3 

8.4 
8.2 

8.8

9.4

10.7 

9.7 

9.4 

9.6 

9.1 

9.7 

8.5 
8.6

9.3

9.79.6 

8.5 

8.2 
8.1

8.9
8.7 

8.4 

8.8 

8.5 
8.6 

9.1 

8.5 

8.1

8.7 8.7

7

8

9

10

11

平成21年

（2009）

上半期

22

（2010）

23

（2011）

24

（2012）

25

（2013）

26

（2014）

27

（2015）

28

（2016）

29

（2017）

30

（2018）

令和元年

（2019）

2

（2020）

3

（2021）

4

（2022）

5

（2023）

離職率

0

入職率

-0.3 
-0.1 

0.0 

0.7 
0.5 

2.0 

1.3 

0.6 

1.1 

0.5 
0.6 

0.0 

0.5 
0.6 

1.0 

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

平成21年

（2009）

上半期

22

（2010）

23

（2011）

24

（2012）

25

（2013）

26

（2014）

27

（2015）

28

（2016）

29

（2017）

30

（2018）

令和元年

（2019）

2

（2020）

3

（2021）

4

（2022）

5

（2023）

（ポイント）



   

8 

 

図１－３ 性別入職率・離職率の推移（各年上半期） 

 

 

 

 

 

 

 

図１－４ 就業形態別入職率・離職率の推移（各年上半期） 
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（２）就業形態、雇用形態別入職と離職の状況 

令和５年上半期の入職者数と離職者数を就業形態、雇用形態別にみると、入職者数のうち、一般労

働者では「雇用期間の定めなし」が 2,101.8千人、「雇用期間の定めあり」が 712.7千人、パートタ

イム労働者では「雇用期間の定めなし」が 898.1千人、「雇用期間の定めあり」が 1,296.6千人とな

っている。離職者数のうち、一般労働者では「雇用期間の定めなし」が 1,965.0千人、「雇用期間の

定めあり」が 578.7千人、パートタイム労働者では「雇用期間の定めなし」が 572.8千人、「雇用期

間の定めあり」が 1,393.4千人となっている。 

前年同期と比べると、入職者数は一般労働者で減少、パートタイム労働者では増加し、離職者数は

一般労働者の「雇用期間の定めあり」以外の区分で増加した。（表２－１） 

性別にみると、男性は入職者数、離職者数ともに一般労働者が減少し、パートタイム労働者が増加、

女性の入職者数は一般労働者が減少、パートタイム労働者が増加、離職者数は一般労働者、パートタ

イム労働者とも「雇用期間の定めなし」が増加した。（表２－２、表２－３）。 

 

表２－１ 就業形態、雇用形態別移動状況（男女計） 

 

 

表２－２ 就業形態、雇用形態別移動状況（男）  

 

 

表２－３ 就業形態、雇用形態別移動状況（女） 

 

（単位：千人）

計
雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

計
雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

入職者数 5,009.1 2,814.4 2,101.8 712.7 2,194.7 898.1 1,296.6

離職者数 4,510.0 2,543.7 1,965.0 578.7 1,966.2 572.8 1,393.4

入職者数 4,758.7 2,912.1 2,168.1 744.0 1,846.6 815.2 1,031.3

離職者数 4,458.7 2,533.5 1,900.5 633.0 1,925.2 558.7 1,366.6

入職者数 250.4 -97.7 -66.3 -31.3 348.1 82.9 265.3

離職者数 51.3 10.2 64.5 -54.3 41.0 14.1 26.8

令和４年
（2022）
上半期

前年
同期差

区分 計
一般労働者 パートタイム労働者

令和５年
（2023）
上半期

（単位：千人）

計
雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

計
雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

入職者数 2,340.6 1,527.0 1,133.3 393.7 813.6 325.3 488.3

離職者数 2,168.4 1,421.1 1,085.5 335.5 747.3 188.0 559.3

入職者数 2,217.6 1,568.1 1,169.3 398.9 649.5 263.1 386.4

離職者数 2,131.0 1,466.6 1,115.9 350.6 664.4 181.6 482.9

入職者数 123.0 -41.1 -36.0 -5.2 164.1 62.2 101.9

離職者数 37.4 -45.5 -30.4 -15.1 82.9 6.4 76.4

令和４年
（2022）
上半期

前年
同期差

区分 計
一般労働者 パートタイム労働者

令和５年
（2023）
上半期

（単位：千人）

計
雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

計
雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

入職者数 2,668.5 1,287.4 968.5 318.9 1,381.1 572.8 808.3

離職者数 2,341.6 1,122.7 879.5 243.2 1,218.9 384.8 834.1

入職者数 2,541.0 1,344.0 998.8 345.2 1,197.0 552.1 644.9

離職者数 2,327.7 1,066.9 784.6 282.3 1,260.8 377.1 883.7

入職者数 127.5 -56.6 -30.3 -26.3 184.1 20.7 163.4

離職者数 13.9 55.8 94.9 -39.1 -41.9 7.7 -49.6

令和５年
（2023）
上半期

令和４年
（2022）
上半期

前年
同期差

区分 計
一般労働者 パートタイム労働者
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（３）職歴別入職者数と入職率の状況 

令和５年上半期の入職者数を職歴別にみると、転職入職者数は2,852.5千人で、転職入職率が5.5％、

未就業入職者数は 2,156.6千人で、未就業入職率が 4.2％となっている。 

前年同期と比べると、転職入職率が同率、未就業入職率は 0.4ポイント上昇した。 

男女別にみると、男性は転職入職者数が 1,377.3千人、未就業入職者数が 963.3千人で、転職入職

率は 5.0％と 0.1ポイント、未就業入職率は 3.5％と 0.3ポイント、それぞれ上昇した。女性は転職入

職者数が 1,475.2 千人、未就業入職者数が 1,193.3 千人で、転職入職率は 6.1％と 0.1ポイント低下

し、未就業入職率は 4.9％と 0.4ポイント上昇した。 

就業形態別にみると、一般労働者は転職入職者数が 1,762.9千人、未就業入職者数が 1,051.6千人

で、転職入職率は 4.7％と 0.1ポイント、未就業入職率は 2.8％と 0.2ポイント、それぞれ低下した。

パートタイム労働者は転職入職者数が 1,089.6千人、未就業入職者数が 1,105.1千人で、転職入職率

は 7.5％と 0.1ポイント、未就業入職率は 7.6％と 1.9ポイント、それぞれ上昇した。（表３、図２） 

 

表３ 性・就業形態、職歴別入職者数及び入職率 

 

 

 図２ 職歴別入職率の推移（各年上半期） 

 

 

うち新規学卒者

令和５年（2023）上半期 (千人) (千人) (千人) (％) (％)

2,852.5 2,156.6 1,236.6 5.5 4.2

1,377.3 963.3 588.4 5.0 3.5

1,475.2 1,193.3 648.2 6.1 4.9

一 般 労 働 者 1,762.9 1,051.6 864.0 4.7 2.8

パートタイム労働者 1,089.6 1,105.1 372.5 7.5 7.6
令和４年（2022）上半期 (千人) (千人) (千人) (％) (％)

2,831.4 1,927.2 1,196.2 5.5 3.8

1,351.6 866.0 606.4 4.9 3.2

1,479.8 1,061.2 589.7 6.2 4.5

一 般 労 働 者 1,790.5 1,121.7 852.0 4.8 3.0

パートタイム労働者 1,041.0 805.6 344.2 7.4 5.7
前年同期差 (千人) (千人) (千人) (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

21.1 229.4 40.4 0.0 0.4

25.7 97.3 -18.0 0.1 0.3

-4.6 132.1 58.5 -0.1 0.4

一 般 労 働 者 -27.6 -70.1 12.0 -0.1 -0.2

パートタイム労働者 48.6 299.5 28.3 0.1 1.9
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（４）未就業入職者のうち新規学卒者の状況 

令和５年上半期の未就業入職者のうち新規学卒者は 1,236.6千人で前年同期と比べると、40.4千人

増加した。内訳は、｢大学・大学院卒｣は 550.3千人、「高校卒」は 446.7千人、「専修学校（専門課

程）卒」は 135.1千人、「高専・短大卒」は 48.5千人となっている。 

男女別にみると、男性は 588.4千人、女性は 648.2千人となっており、前年同期と比べると男性は

18.0千人減少し、女性は 58.5千人増加した。 

就業形態別にみると、一般労働者は 864.0千人、パートタイム労働者は 372.5千人となっており、

前年同期と比べると、一般労働者は 12.0千人、パートタイム労働者は 28.3千人それぞれ増加した。

（表４）    

 

表４ 未就業入職者のうち新規学卒者１）の状況 

  

 

 

（単位：千人）

計

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 1,236.6 446.7 135.1 48.5 550.3
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 1,196.2 467.3 136.8 58.8 501.7
前 年 同 期 差 40.4 -20.6 -1.7 -10.3 48.6

男

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 588.4 216.9 39.8 19.4 282.7
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 606.4 247.0 54.2 15.8 271.3
前 年 同 期 差 -18.0 -30.1 -14.4 3.6 11.4

女

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 648.2 229.8 95.3 29.2 267.5
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 589.7 220.3 82.6 42.9 230.4
前 年 同 期 差 58.5 9.5 12.7 -13.7 37.1

一般労働者

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 864.0 181.6 106.7 47.0 523.2
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 852.0 199.9 128.9 53.9 465.6
前 年 同 期 差 12.0 -18.3 -22.2 -6.9 57.6

一般（男）

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 423.7 96.5 38.4 19.0 264.2
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 437.0 117.1 50.4 15.0 254.4
前 年 同 期 差 -13.3 -20.6 -12.0 4.0 9.8

一般（女）

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 440.3 85.1 68.4 27.9 259.0
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 415.0 82.8 78.5 38.9 211.2
前 年 同 期 差 25.3 2.3 -10.1 -11.0 47.8

パートタイム労働者

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 372.5 265.1 28.3 1.6 27.1
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 344.2 267.4 7.9 4.8 36.1
前 年 同 期 差 28.3 -2.3 20.4 -3.2 -9.0

パート（男）

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 164.6 120.3 1.4 0.3 18.6
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 169.5 129.8 3.8 0.8 16.9
前 年 同 期 差 -4.9 -9.5 -2.4 -0.5 1.7

パート（女）

令 和 ５ 年 （ 2023 ） 上 半 期 207.9 144.7 26.9 1.2 8.6
令 和 ４ 年 （ 2022 ） 上 半 期 174.7 137.6 4.1 4.0 19.2
前 年 同 期 差 33.2 7.1 22.8 -2.8 -10.6

 
注：１）　進学した者であっても学業とは別に常用労働者として働いている場合を含む。

　　２）　学歴計には「中学卒」を含む。

大学・
大学院卒

区　　分 学歴計
2) 高校卒

専修学校
（専門課程）卒

高専・短大卒
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２ 産業別の入職と離職の状況 

令和５年上半期の労働移動者を主要な産業別にみると、入職者数は「宿泊業，飲食サービス業」が 980.8

千人と最も多く、次いで「医療，福祉」が 794.4 千人、「卸売業，小売業」が 785.7 千人の順となって

いる。 

離職者数は「宿泊業，飲食サービス業」が 792.0千人と最も多く、次いで「卸売業，小売業」が 770.4

千人、「医療，福祉」が 690.1千人の順となっている。 

前年同期と比べると、入職者数は、「生活関連サービス業，娯楽業」が 107.2 千人増と最も増加幅が

大きく、次いで「卸売業，小売業」が 50.8千人増となっている。離職者数は、「生活関連サービス業，

娯楽業」が 83.8 千人増と最も増加幅が大きく、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 63.4 千人増とな

っている。一方、「医療，福祉」が 91.4千人減と最も減少幅が大きく、次いで「運輸業，郵便業」が 40.1

千人減となっている。（表５） 

 

 

 

 

表５ 産業別入職者・離職者状況 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

  

入職者数 離職者数 入職者数 離職者数 入職者数 離職者数

（千人） （千人） （千人） （千人） （千人） （千人）

5,009.1 4,510.0 4,758.7 4,458.7 250.4 51.3

0.6 0.6 0.6 0.4 0.0 0.2

162.5 142.2 135.3 122.8 27.2 19.4

442.5 390.9 431.9 423.0 10.6 -32.1

14.8 15.6 13.6 19.0 1.2 -3.4

120.5 112.6 124.7 101.1 -4.2 11.5

177.7 156.2 165.0 196.3 12.7 -40.1

785.7 770.4 734.9 768.9 50.8 1.5

79.7 75.7 66.9 64.4 12.8 11.3

81.9 83.9 90.9 65.8 -9.0 18.1

120.4 124.4 124.7 104.6 -4.3 19.8

980.8 792.0 990.0 728.6 -9.2 63.4

329.0 239.7 221.8 155.9 107.2 83.8

389.5 378.3 374.7 413.4 14.8 -35.1

794.4 690.1 778.0 781.5 16.4 -91.4

16.1 20.6 17.1 30.7 -1.0 -10.1

513.0 516.8 488.5 482.3 24.5 34.5

運輸業，郵便業

区　　　　分

令和５年（2023）上半期 令和４年（2022）上半期 前年同期差

産業計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業
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 産業別に入職率、離職率をみると、入職率では「生活関連サービス業，娯楽業」が 20.6％と最も高く、

次いで「宿泊業，飲食サービス業」18.4％となっている。離職率では「生活関連サービス業，娯楽業」が

15.0％と最も高く、次いで「宿泊業，飲食サービス業」が 14.8％となっている。 

前年同期と比べると、入職率では、「生活関連サービス業，娯楽業」が 6.4 ポイントと最も上昇し、

次いで、「金融業，保険業」が 1.0 ポイントとなっている。一方、「不動産業，物品賃貸業」と「宿泊

業，飲食サービス業」が-1.9ポイントと最も低下し、次いで「情報通信業」が-0.6ポイントとなってい

る。離職率では、「生活関連サービス業，娯楽業」が 5.0 ポイントと最も上昇し、次いで、「鉱業，採

石業，砂利採取業」と「不動産業，物品賃貸業」がそれぞれ 1.4 ポイントとなっている。一方、「複合

サービス事業」が-2.2 ポイントと最も低下し、次いで、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「運輸業，

郵便業」、「教育，学習支援業」及び「医療，福祉」がそれぞれ-1.2ポイントとなっている。 

入職超過率をみると、「生活関連サービス業，娯楽業」が 5.6 ポイントと最も高く、次いで、「宿泊

業，飲食サービス業」が 3.6ポイントとなっており、一方、「複合サービス事業」が-1.1ポイントと最

も低くなっている。「(図３－１、図３－２、付属統計表２) 

 

図３－１ 産業別入職率・離職率（令和５年上半期） 

 

図３－２ 産業別入職超過率 
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３ 転職入職者の賃金変動状況 

  令和５年上半期の転職入職者の賃金変動状況をみると、前職の賃金に比べて「増加」した割合は 38.6％、

「減少」した割合は 33.2％、「変わらない」の割合は 26.4％となっている。「増加」のうち「１割以

上の増加」27.2％、「減少」のうち「１割以上の減少」は 25.8％となっている。 

  前職の賃金に比べ「増加」した割合と「減少」した割合の差をみると、「増加」が「減少」を 5.4ポ

イント上回っている。また、雇用期間の定めのない一般労働者間の移動では 13.6ポイント、パートタイ

ム労働者間の移動では 9.1ポイント、それぞれ「増加」が「減少」を上回った。（表６－１、表６－２） 

 

 

 

表６－１ 転職入職者 1)の賃金変動状況別割合（令和５年上半期） 

 

 

 

 

 

表６－２ 就業形態・雇用形態別転職入職者 1)の賃金変動状況別割合（令和５年上半期） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　 　 　 　

１割以上

の増加

１割未満

の増加

１割未満

の減少

１割以上

の減少

(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

計 100.0 38.6 27.2 11.5 26.4 33.2 7.4 25.8 5.4 (0.8)

19 歳 以 下 100.0 45.8 38.7 7.1 28.6 23.0 17.0 6.0 22.8 (28.2)

20 ～ 24 歳 100.0 54.0 43.7 10.3 23.6 19.3 8.6 10.6 34.7 (25.1)

25 ～ 29 歳 100.0 47.7 31.0 16.8 28.6 22.3 7.1 15.2 25.4 (27.0)

30 ～ 34 歳 100.0 47.4 32.8 14.7 19.0 32.6 5.3 27.4 14.8 (12.6)

35 ～ 39 歳 100.0 40.8 29.3 11.5 26.4 31.4 10.0 21.3 9.4 (17.4)

40 ～ 44 歳 100.0 43.9 29.8 14.0 27.6 26.1 5.8 20.3 17.8 (0.7)

45 ～ 49 歳 100.0 38.0 26.1 11.9 33.1 28.1 9.0 19.1 9.9 (5.3)

50 ～ 54 歳 100.0 25.3 18.6 6.8 36.3 38.1 7.0 31.1 -12.8 (-15.7)

55 ～ 59 歳 100.0 30.2 12.7 17.5 33.2 35.8 6.9 28.8 -5.6 (-13.6)

60 ～ 64 歳 100.0 11.5 7.9 3.6 18.3 65.6 5.8 59.8 -54.1 (-53.4)

65 歳 以 上 100.0 26.2 18.2 8.1 19.3 53.1 4.0 49.1 -26.9 (-46.7)

注：　（　　）内は令和４年（2022）上半期の調査結果である。

　　　1) 転職者のうち前職雇用者で調査時在籍者についてみたものである（自営業からの転職入職者を含まない）。

　  　2) 転職入職者の賃金変動状況不詳を含む。

増加－減少区　　　分 計2) 増加
変わら

ない
減少

（ポイント）

　 　 　 　

１割以上
の増加

１割未満
の増加

１割未満
の減少

１割以上
の減少

(%) (%) (%) (%) (%) (%) (%) (%)

→  100.0 37.9 26.1 11.8 29.0 31.3 8.2 23.1 6.6 (3.7)

うち雇用期間の定めなし → うち雇用期間の定めなし 100.0 40.5 27.0 13.5 31.3 26.9 8.2 18.8 13.6 (10.9)

→  100.0 37.2 22.3 14.9 32.4 28.1 9.0 19.1 9.1 (-1.3)

注： 就業形態が前職と異なる転職者は除く。

 　　（　　）内は令和４年（2022）上半期の調査結果である。

　 　1)  転職者のうち前職雇用者で調査時在籍者についてみたものである（自営業からの転職入職者を含まない）。

 　　2)  転職入職者の賃金変動状況不詳を含む。

一 般 労 働 者 一 般 労 働 者

パ ー ト タ イ ム 労 働 者 パ ー ト タ イ ム 労 働 者

区　　　分 計2) 増加
変わら
ない

減少 増加－減少

（ポイント）
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４ 未充足求人の状況 

（１）未充足求人の状況 

令和５年６月末日現在の未充足求人数は 1,489.4千人と前年同期より 159.2千人増加し、欠員率は

2.8％となっている。 

また、未充足求人数のうちパートタイム労働者は 660.6千人で、欠員率は 4.5％となっている。（図

４、表７） 

   

 

 図４ 欠員率の推移（各年６月末日現在） 
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（２）産業別未充足求人の状況 

令和５年６月末日現在の未充足求人数を産業別にみると、「宿泊業，飲食サービス業」が 336.0千

人で最も多く、次いで「卸売業，小売業」が 255.2千人となっている。 

前年同期と比べ増加幅が大きいのは、「宿泊業，飲食サービス業」の 141.7千人増、次いで「建設

業」の 26.5千人増となっている。減少幅が大きいのは「運輸業，郵便業」の 42.9千人減、次いで「学

術研究，専門・技術サービス業」の 9.9千人減となっている。 

欠員率では、「宿泊業，飲食サービス業」が 6.1％で最も高く、次いで「建設業」が 4.5％となっ

ている。（表７、図５） 

 

表７ 産業別未充足求人の状況（各年６月末日現在） 

 

 

 

図５ 産業別欠員率（令和５年６月末日現在） 
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（３）職業別未充足求人の状況 

令和５年６月末日現在の未充足求人数を職業別にみると、「サービス職業従事者」が 409.7千人で

最も多く、次いで「専門的・技術的職業従事者」が 335.2千人となっている。 

欠員率をみると、「保安職業従事者」6.1％が最も高く、次いで「サービス職業従事者」4.9％とな

っている。（表８、図６） 

 

表８ 職業別未充足求人の状況（各年６月末日現在） 

 

 

 

図６ 職業別欠員率（令和５年６月末日現在） 

 

 

計1) 管理的職業
従事者

専門的・
技術的職業
従事者

事務従事者 販売従事者
サービス職業

従事者
保安職業
従事者

生産工程
従事者

輸送・
機械運転
従事者

建設・採掘
従事者

運搬・清掃
・包装等
従事者

未充足求人数

(千人) 1,489.4 40.7 335.2 158.1 209.9 409.7 28.4 135.2 60.5 34.6 74.4

(千人) 1,330.2 27.6 324.2 115.3 225.1 276.3 15.4 141.9 92.5 38.3 70.8

(千人) 159.2 13.1 11.0 42.8 -15.2 133.4 13.0 -6.7 -32.0 -3.7 3.6

(千人) 660.6 0.2 63.6 52.7 143.0 302.8 5.6 32.4 10.4 0.0 49.3

(千人) 468.5 1.5 56.5 31.3 117.8 170.3 2.0 38.7 5.2 0.3 44.6

(千人) 192.1 -1.3 7.1 21.4 25.2 132.5 3.6 -6.3 5.2 -0.3 4.7

欠員率

(％) 2.8 0.8 2.7 1.6 3.4 4.9 6.1 2.5 4.5 3.7 3.1

(％) 2.6 0.5 2.6 1.2 3.8 3.6 3.6 2.6 5.4 4.9 3.3

(ﾎﾟｲﾝﾄ) 0.2 0.3 0.1 0.4 -0.4 1.3 2.5 -0.1 -0.9 -1.2 -0.2

(％) 4.5 0.2 3.1 2.7 5.0 5.9 6.0 3.1 5.8 0.1 3.8

(％) 3.3 2.8 2.5 1.7 4.4 3.7 2.1 3.4 2.6 1.0 4.1

(ﾎﾟｲﾝﾄ) 1.2 -2.6 0.6 1.0 0.6 2.2 3.9 -0.3 3.2 -0.9 -0.3

注：1) 「その他の職業従事者」を含む。　

区　　分

令和５年上半期
（2023）

令和４年上半期
（2022）

前年同期差

うちパートタイム労働者

令和５年上半期
（2023）

令和５年上半期
（2023）

令和４年上半期
（2022）

前年同期差

令和４年上半期
（2022）

前年同期差

令和５年上半期
（2023）

令和４年上半期
（2022）

前年同期差

うちパートタイム労働者

2.8

0.8

2.7

1.6

3.4

4.9

6.1

2.5

4.5

3.7

3.1

4.5

0.2

3.1
2.7

5.0

5.9 6.0

3.1

5.8

0.1

3.8

0

1

2

3

4

5

6

7

8

計 管
理
的
職
業
従
事
者

専
門
的
・
技
術
的

職
業
従
事
者

事
務
従
事
者

販
売
従
事
者

サ
ー
ビ
ス
職
業
従
事
者

保
安
職
業
従
事
者

生
産
工
程
従
事
者

輸
送
・
機
械
運
転
従
事
者

建
設
・
採
掘
従
事
者

運
搬
・
清
掃
・

包
装
等
従
事
者

（％）

欠員率 

うちパート 



   

18 

 

５ 付属統計表 

付属統計表１－１ 常用労働者の移動状況

新規
学卒者

新規学卒
者以外

令和５年（2023）上半期

常用労働者 計 51,847.9 9,519.1 5,009.1 2,852.5 2,156.6 1,236.6 920.1 4,510.0 499.1
男 27,676.2 4,509.0 2,340.6 1,377.3 963.3 588.4 375.0 2,168.4 172.2
女 24,171.7 5,010.1 2,668.5 1,475.2 1,193.3 648.2 545.1 2,341.6 326.9
計 37,298.8 5,358.2 2,814.4 1,762.9 1,051.6 864.0 187.5 2,543.7 270.7

うち雇用期間の
定めなし      … 4,066.8 2,101.8 1,235.7 866.0 748.3 117.8 1,965.0 136.8

うち雇用期間の
定めあり      … 1,291.4 712.7 527.1 185.5 115.8 69.8 578.7 134.0

男 23,611.9 2,948.1 1,527.0 999.0 528.1 423.7 104.3 1,421.1 105.9
女 13,686.9 2,410.1 1,287.4 763.9 523.5 440.3 83.2 1,122.7 164.7
計 14,549.1 4,160.9 2,194.7 1,089.6 1,105.1 372.5 732.5 1,966.2 228.5

うち雇用期間の
定めなし      …  1,470.9 898.1 428.5 469.6 162.9 306.7 572.8 325.3

うち雇用期間の
定めあり      … 2,690.0 1,296.6 661.1 635.5 209.6 425.9 1,393.4 -96.8

男 4,064.3 1,560.9 813.6 378.4 435.2 164.6 270.6 747.3 66.3
女 10,484.9 2,600.0 1,381.1 711.3 669.8 207.9 461.9 1,218.9 162.2
計 39,089.1 5,537.7 2,999.9 1,664.2 1,335.7 911.2 424.5 2,537.8 462.1
男 22,883.2 2,732.1 1,458.6 825.4 633.2 458.5 174.7 1,273.5 185.1
女 16,205.9 2,805.6 1,541.3 838.8 702.4 452.7 249.7 1,264.3 277.0
計 12,758.8 3,981.4 2,009.2 1,188.3 821.0 325.4 495.6 1,972.1 37.1
男 4,793.0 1,776.9 882.0 551.9 330.1 129.9 200.2 894.9 -12.9
女 7,965.9 2,204.5 1,127.2 636.3 490.9 195.5 295.4 1,077.3 49.9

令和４年（2022）上半期

常用労働者 計 51,198.9 9,217.4 4,758.7 2,831.4 1,927.2 1,196.2 731.1 4,458.7 300.0
男 27,480.4 4,348.6 2,217.6 1,351.6 866.0 606.4 259.6 2,131.0 86.6
女 23,718.6 4,868.8 2,541.0 1,479.8 1,061.2 589.7 471.5 2,327.7 213.3
計 37,159.5 5,445.6 2,912.1 1,790.5 1,121.7 852.0 269.7 2,533.5 378.6

うち雇用期間の
定めなし      … 4,068.6 2,168.1 1,257.5 910.6 751.6 159.0 1,900.5 267.6

うち雇用期間の
定めあり      … 1,377.0 744.0 533.0 211.0 100.4 110.6 633.0 111.0

男 23,699.8 3,034.7 1,568.1 1,004.0 564.1 437.0 127.1 1,466.6 101.5
女 13,459.7 2,410.9 1,344.0 786.4 557.6 415.0 142.6 1,066.9 277.1
計 14,039.4 3,771.8 1,846.6 1,041.0 805.6 344.2 461.4 1,925.2 -78.6

うち雇用期間の
定めなし      … 1,373.9 815.2 455.2 360.1 160.9 199.2 558.7 256.5

うち雇用期間の
定めあり      … 2,397.9 1,031.3 585.8 445.5 183.3 262.3 1,366.6 -335.3

男 3,780.6 1,314.0 649.5 347.6 301.9 169.5 132.5 664.4 -14.9
女 10,258.8 2,457.9 1,197.0 693.4 503.6 174.7 329.0 1,260.8 -63.8
計 38,909.1 5,442.5 2,983.3 1,712.6 1,270.7 912.5 358.2 2,459.2 524.1
男 22,655.6 2,729.9 1,432.4 799.6 632.8 489.0 143.8 1,297.5 134.9
女 16,253.5 2,712.7 1,550.9 913.0 637.9 423.5 214.4 1,161.7 389.2
計 12,289.8 3,774.9 1,775.4 1,118.8 656.6 283.7 372.9 1,999.5 -224.1
男 4,824.8 1,618.8 785.2 552.0 233.3 117.5 115.8 833.5 -48.3
女 7,465.0 2,156.1 990.1 566.8 423.3 166.2 257.1 1,166.0 -175.9

前年同期差

常用労働者 計 649.0 301.7 250.4 21.1 229.4 40.4 189.0 51.3      …
男 195.8 160.4 123.0 25.7 97.3 -18.0 115.4 37.4      …
女 453.1 141.3 127.5 -4.6 132.1 58.5 73.6 13.9      …
計 139.3 -87.4 -97.7 -27.6 -70.1 12.0 -82.2 10.2      …

うち雇用期間の
定めなし      … -1.8 -66.3 -21.8 -44.6 -3.3 -41.2 64.5      …

うち雇用期間の
定めあり      … -85.6 -31.3 -5.9 -25.5 15.4 -40.8 -54.3      …

男 -87.9 -86.6 -41.1 -5.0 -36.0 -13.3 -22.8 -45.5      …
女 227.2 -0.8 -56.6 -22.5 -34.1 25.3 -59.4 55.8      …
計 509.7 389.1 348.1 48.6 299.5 28.3 271.1 41.0      …

うち雇用期間の
定めなし      … 97.0 82.9 -26.7 109.5 2.0 107.5 14.1      …

うち雇用期間の
定めあり      … 292.1 265.3 75.3 190.0 26.3 163.6 26.8      …

男 283.7 246.9 164.1 30.8 133.3 -4.9 138.1 82.9      …
女 226.1 142.1 184.1 17.9 166.2 33.2 132.9 -41.9      …
計 180.0 95.2 16.6 -48.4 65.0 -1.3 66.3 78.6      …
男 227.6 2.2 26.2 25.8 0.4 -30.5 30.9 -24.0      …
女 -47.6 92.9 -9.6 -74.2 64.5 29.2 35.3 102.6      …
計 469.0 206.5 233.8 69.5 164.4 41.7 122.7 -27.4      …
男 -31.8 158.1 96.8 -0.1 96.8 12.4 84.4 61.4      …
女 500.9 48.4 137.1 69.5 67.6 29.3 38.3 -88.7      …

雇用期間の
定めあり

一般労働者

パートタイム
労働者

雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

一般労働者

パートタイム
労働者

一般労働者

パートタイム
労働者

雇用期間の
定めなし

雇用期間の
定めあり

雇用期間の
定めなし

   （単位：千人）

区　　　分
1月1日現
在の常用
労働者数

延べ労働
移動者数

入職者数
－

離職者数
入職者数 離職者数転職

入職者
未就業
入職者
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付属統計表１－２ 常用労働者の移動状況（率） 

 

令和５年（2023）上半期 (％) (％) (％) (％) (％) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

計 18.4 9.7 5.5 4.2 8.7 1.0

男 16.3 8.5 5.0 3.5 7.8 0.7

女 20.7 11.0 6.1 4.9 9.7 1.3

計 14.4 7.5 4.7 2.8 6.8 0.7

男 12.5 6.5 4.2 2.2 6.0 0.5

女 17.6 9.4 5.6 3.8 8.2 1.2

計 28.6 15.1 7.5 7.6 13.5 1.6

男 38.4 20.0 9.3 10.7 18.4 1.6

女 24.8 13.2 6.8 6.4 11.6 1.6

計 14.2 7.7 4.3 3.4 6.5 1.2

男 11.9 6.4 3.6 2.8 5.6 0.8

女 17.3 9.5 5.2 4.3 7.8 1.7

計 31.2 15.7 9.3 6.4 15.5 0.2

男 37.1 18.4 11.5 6.9 18.7 -0.3

女 27.7 14.2 8.0 6.2 13.5 0.7

令和４年（2022）上半期 (％) (％) (％) (％) (％) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

計 18.0 9.3 5.5 3.8 8.7 0.6

男 15.8 8.1 4.9 3.2 7.8 0.3

女 20.5 10.7 6.2 4.5 9.8 0.9

計 14.7 7.8 4.8 3.0 6.8 1.0

男 12.8 6.6 4.2 2.4 6.2 0.4

女 17.9 10.0 5.8 4.1 7.9 2.1

計 26.9 13.2 7.4 5.7 13.7 -0.5

男 34.8 17.2 9.2 8.0 17.6 -0.4

女 24.0 11.7 6.8 4.9 12.3 -0.6

計 14.0 7.7 4.4 3.3 6.3 1.4

男 12.0 6.3 3.5 2.8 5.7 0.6

女 16.7 9.5 5.6 3.9 7.1 2.4

計 30.7 14.4 9.1 5.3 16.3 -1.9

男 33.6 16.3 11.4 4.8 17.3 -1.0

女 28.9 13.3 7.6 5.7 15.6 -2.3

前年同期差 (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

計 0.4 0.4 0.0 0.4 0.0        …

男 0.5 0.4 0.1 0.3 0.0        …

女 0.2 0.3 -0.1 0.4 -0.1        …

計 -0.3 -0.3 -0.1 -0.2 0.0        …

男 -0.3 -0.1 0.0 -0.2 -0.2        …

女 -0.3 -0.6 -0.2 -0.3 0.3        …

計 1.7 1.9 0.1 1.9 -0.2        …

男 3.6 2.8 0.1 2.7 0.8        …

女 0.8 1.5 0.0 1.5 -0.7        …

計 0.2 0.0 -0.1 0.1 0.2        …

男 -0.1 0.1 0.1 0.0 -0.1        …

女 0.6 0.0 -0.4 0.4 0.7        …

計 0.5 1.3 0.2 1.1 -0.8        …

男 3.5 2.1 0.1 2.1 1.4        …

女 -1.2 0.9 0.4 0.5 -2.1        …

常 用 労 働 者

一 般 労 働 者

パ ー ト タ イ ム
労 働 者

雇 用 期 間 の 定 め な し

雇 用 期 間 の 定 め あ り

常 用 労 働 者

一 般 労 働 者

パ ー ト タ イ ム
労 働 者

雇 用 期 間 の 定 め な し

雇 用 期 間 の 定 め あ り

常 用 労 働 者

一 般 労 働 者

パ ー ト タ イ ム
労 働 者

雇 用 期 間 の 定 め な し

雇 用 期 間 の 定 め あ り

区　　　分
延べ

労働移動率
入職

超過率入職率 離職率転職
入職率

未就業
入職率
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付属統計表２ 産業別入職・離職状況 

 

 

（千人） （千人） （千人） （千人） （％） （％） （％） (ﾎﾟｲﾝﾄ)

51,847.9 5,009.1 2,852.5 4,510.0 9.7 5.5 8.7 1.0

10.8 0.6 0.4 0.6 5.4 4.1 5.2 0.2

2,783.7 162.5 113.5 142.2 5.8 4.1 5.1 0.7

7,642.3 442.5 246.5 390.9 5.8 3.2 5.1 0.7

247.3 14.8 9.2 15.6 6.0 3.7 6.3 -0.3

1,640.5 120.5 50.6 112.6 7.3 3.1 6.9 0.4

2,980.6 177.7 119.7 156.2 6.0 4.0 5.2 0.8

9,585.3 785.7 402.5 770.4 8.2 4.2 8.0 0.2

1,353.2 79.7 41.0 75.7 5.9 3.0 5.6 0.3

866.9 81.9 51.4 83.9 9.5 5.9 9.7 -0.2

1,610.6 120.4 69.9 124.4 7.5 4.3 7.7 -0.2

5,340.5 980.8 363.7 792.0 18.4 6.8 14.8 3.6

1,596.7 329.0 245.9 239.7 20.6 15.4 15.0 5.6

3,454.5 389.5 250.8 378.3 11.3 7.3 11.0 0.3

7,911.6 794.4 506.7 690.1 10.0 6.4 8.7 1.3

396.0 16.1 7.5 20.6 4.1 1.9 5.2 -1.1

4,427.6 513.0 373.4 516.8 11.6 8.4 11.7 -0.1

（千人） （千人） （千人） （千人） （％） （％） （％） (ﾎﾟｲﾝﾄ)

51,198.9 4,758.7 2,831.4 4,458.7 9.3 5.5 8.7 0.6

11.9 0.6 0.5 0.4 4.9 3.9 3.8 1.1

2,725.8 135.3 79.5 122.8 5.0 2.9 4.5 0.5

7,737.6 431.9 240.3 423.0 5.6 3.1 5.5 0.1

253.2 13.6 7.8 19.0 5.4 3.1 7.5 -2.1

1,587.0 124.7 59.0 101.1 7.9 3.7 6.4 1.5

3,078.6 165.0 125.5 196.3 5.4 4.1 6.4 -1.0

9,581.3 734.9 381.4 768.9 7.7 4.0 8.0 -0.3

1,366.3 66.9 35.1 64.4 4.9 2.6 4.7 0.2

795.2 90.9 58.0 65.8 11.4 7.3 8.3 3.1

1,574.8 124.7 76.0 104.6 7.9 4.8 6.6 1.3

4,865.9 990.0 525.1 728.6 20.3 10.8 15.0 5.3

1,564.7 221.8 151.3 155.9 14.2 9.7 10.0 4.2

3,396.1 374.7 245.9 413.4 11.0 7.2 12.2 -1.2

7,910.3 778.0 479.2 781.5 9.8 6.1 9.9 -0.1

412.5 17.1 9.8 30.7 4.2 2.4 7.4 -3.2

4,337.6 488.5 357.1 482.3 11.3 8.2 11.1 0.2

（千人） （千人） （千人） （千人） (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ) (ﾎﾟｲﾝﾄ)

649.0 250.4 21.1 51.3 0.4 0.0 0.0        …

-1.1 0.0 -0.1 0.2 0.5 0.2 1.4        …

57.9 27.2 34.0 19.4 0.8 1.2 0.6        …

-95.3 10.6 6.2 -32.1 0.2 0.1 -0.4        …

-5.9 1.2 1.4 -3.4 0.6 0.6 -1.2        …

53.5 -4.2 -8.4 11.5 -0.6 -0.6 0.5        …

-98.0 12.7 -5.8 -40.1 0.6 -0.1 -1.2        …

4.0 50.8 21.1 1.5 0.5 0.2 0.0        …

-13.1 12.8 5.9 11.3 1.0 0.4 0.9        …

71.7 -9.0 -6.6 18.1 -1.9 -1.4 1.4        …

35.8 -4.3 -6.1 19.8 -0.4 -0.5 1.1        …

474.6 -9.2 -161.4 63.4 -1.9 -4.0 -0.2        …

32.0 107.2 94.6 83.8 6.4 5.7 5.0        …

58.4 14.8 4.9 -35.1 0.3 0.1 -1.2        …

1.3 16.4 27.5 -91.4 0.2 0.3 -1.2        …

-16.5 -1.0 -2.3 -10.1 -0.1 -0.5 -2.2        …

90.0 24.5 16.3 34.5 0.3 0.2 0.6        …

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

教育，学習支援業

医療，福祉

前年同期差

産業計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業，郵便業

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

産業計

令和４年（2022）上半期

鉱業，採石業，砂利採取業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業

医療，福祉

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業

産業計

鉱業，採石業，砂利採取業

建設業

製造業

電気・ガス・熱供給・水道業

入職超過率転職
入職者数

転職
入職率

区　　　　分
1月1日現
在の常用
労働者数

令和５年（2023）上半期

入職者数 離職者数 入職率 離職率


